
労働者の健康確保と産業医の役割

副会長 長 瀬 清

日医認定産業医資格取得者は全国で５３，０００余名
北海道でも２，１００名を超え、各方面で活躍してい
ることは喜ばしいことである。

労働衛生（健康問題）の現況

戦後、近代産業特に工業の発展期、労働者の作
業条件による疾病予防等健康管理に目が向けられ
た。昭和４７年労働安全衛生法の制定で、労働者の
健康保持増進への体制が図られた。その後、産業
構造の変化や技術革新の進展等作業態様の変化、
労働者の高齢化、社会における価値観の変化等
様々な要因から健康障害の様相も様変わりしてい
る。相変わらずじん肺、有機溶剤中毒等の職業病
も見られるが、仕事や職場生活での不安や悩みを
抱える人のメンタルヘルス、IT機器の導入による
VDT作業による障害、そして一般健康診断で４
割以上を占める有所見者の多くは生活習慣病を有
し、それらが解決すべき喫緊の問題となっている。
平成１３年１１月５日、労働者代表、使用者代表、

学識および行政の４者からなる北海道職業病対策
協議会が開催された。一般健診の有病率が高率で
あることからその現状と対策について議論され
た。現在のような経済情勢の低迷する時期、労働
者の健康管理は重要であると認識はしていても、
手抜きされかねないことが問題視された。

労働衛生への取り組み

昭和３２年（１９５７）日本医師会長となった武見太
郎会長は、日本の工業発展の中での産業医の位置
付けについて卓見した意見を述べた。昭和４７年
（１９７２）労働安全衛生法が施行され、初めて産業
医が規定された。北海道医師会ではこの頃より労

働衛生への取り組みが始まり、昭和５１年２月から
北海道医師会主催、北方産業衛生協会、北海道労
働基準局後援で産業医研修会が開催された。昭和
５２年５月には道の補助金を受けて「職業病治療対
策事業」を行うため「北海道医師会振動病研究部
会」を設置、４年間にわたる活動で多くの成果を
上げた。以来、北海道医師会では産業保健部を中
心に、産業医部会運営委員会・全体会議、北海道
産業保健活動推進協議会を組織、また道や産業医
学振興財団の補助・受託事業としての各種研修
会、加えて地域産業保健センターの活動を通して
労働者の健康増進、保持に努めている。

産業医とその活動

日本医師会は産業医の資質向上と地域保健活動
での産業医活動の活性化を目的として、平成２年
（１９９０）日本医師会認定産業医制度を発足させ
た。
平成８年（１９９６）の労働安全衛生法の一部改正

で、日医の産業医学基礎研修修了者が産業医選任
要件に加えられた。このことから産業医研修のよ
り一層の充実が求められ、北海道医師会では北海
道の補助事業として産業保健研修会と産業医学振
興財団の委託事業として産業医学基本研修（前
期、後期）やリフレッシャー研修、特定科目専門
研修、リーダー研修等を行っている。
産業医の役割としては、健康診断の実施と事後

措置、衛生教育、健康障害に関する医学的調査、
事業主や総括安全衛生管理者に対する健康障害防
止に関する勧告、衛生管理者に対する指導・助
言、作業場の巡視と有害性発見時の適切な措置の
実施等がある。
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産業保健センター

平成５年度より旧労働省は、職場における産業
保健活動を推進し、全ての労働者が健康で安心し
て働けるよう、地域産業保健センターの設置をは
かり、北海道において労働基準監督署のある１７カ
所全てに設立完了した。またその活動の一層の推
進を図るため都道府県に産業保健推進センターを
設置している。医師会はこれらの機関との連携を
密にし労働者の健康増進に努めている。

地域産業保健センターの周知徹底がまだ十分で
なく、利用者が少ないこと、また重要な役割を担
うコーディネーターの身分保障、賃金等に問題が
あり十分な活躍を望めない等の早急に解決しなけ
ればならない問題もある。
北海道医師会としては、産業医の資質向上を図

る研修事業などを中心に、産業医が活躍しやすい
環境整備を行いながら、労働者の健康維持、増進
に努めている。北海道医師会会員の産業医として
の一層の役割遂行を期待したい。
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